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研究要旨 

住環境と生活習慣病に関する調査は以下を示した。豪州ビクトリア州の健康住宅プログラム(VHHP)

は、冬期住環境の改善は環境・保健医療・経済面で改善効果を持つ。また、グリーンまたはブルー空間

が生活習慣病に対して保護的な作用を示す。生活習慣病・循環器疾患の診療ガイドラインには住環境

の記載は非常に少ない。 

建築物省エネ法、ZEH･LCCM 住宅の動向、関連の統計データ、法的枠組みを整理すると、英国

HHSRS に対して住宅に対する公的介入の差は大きい。自治体の住生活基本計画で住教育が位置付け

られているのは半数以下であり、アンケート調査によると室内環境の啓発が急務であるなど課題が多

い。暖房が普及している札幌市においても、子どのも住宅の室温は平均 18.3±3.0℃、最低 14.3±4.0℃

で WHO 指針を満たすのは半数程度で極端に室温が低い住宅がある。また、低湿度に関する研究がや

や増える傾向にある。 

室内環境の改善効果を明らかにするために、全国の循環器疾患死亡率と居住環境要因の分析による

と、居住環境整備が居住者の健康維持に関連する。奈良県在住の高齢者 1479 名に対する調査により、

入浴前の住環境を温かく保つことで、高温入浴や、長時間入浴が減少する可能性が示された。また、75

歳以上の住宅死亡に着目し二次医療圏および都道府県単位でクラスター分析と相関・回帰分析による

と、住宅の断熱・結露防止工事は冬季死亡率の抑制に効果があり、延べ面積は季節別の死亡率と関連す

る。特に住宅死亡では冬期依存性が高く、木造住宅や腐朽の進んだ住宅がリスク要因となる可能性が

ある。また、医療費に対しては地価や改修内容など経済的要因の影響が大きい。 

健康日本 21（第 3 次）「自然に健康になれる環境づくり」の推進とエビデンス構築が重要である。 
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A．研究目的 1970 年代以降，建材等の化学物質，真菌・ダ

ニ，ダンプネス等にともなうシックハウス症候
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群・アレルギー疾患，室内温熱環境の影響が示唆

されている高血圧症，脂質異常症，虚血性心疾

患，脳血管性疾患とヒートショックのような状態

像など，多様な住宅環境に係る健康リスクの可能

性が指摘された。近年，健康・省エネ住宅推進議

連や健康・省エネ住宅推進委員会の議論を通じ，

健康住宅への関心が高まり，厚生労働省において

も健康・省エネ住宅の健康に対する影響を調査研

究するべきであるとの要請があった。国土交通省

の「スマートウェルネス住宅等推進事業」の調査

によって，住宅環境の健康に対する影響が示唆さ

れた。 

2019 年度の特別研究「健康増進のための住環

境についての研究」で，住宅環境に係る健康影

響・健康増進及びその機序に関するエビデンス，

住宅及び健康影響に関連する統計データの収集が

行われ，2020 年度からの継続研究は，健康住宅

に求められる条件整理，健康住宅のガイドライン

作成のための基礎資料，住宅環境改善の健康状態

に対する効果を示した。 

本研究では，住環境と生活習慣病の関係に関す

るエビデンスの収集・整理，予防・健康づくりの

ための住環境条件に関する整理，住宅環境整備に

よる予防・健康づくりに対する効果に関する分析

をおこない，予防・健康づくりのための住環境ガ

イドライン作成のための基礎資料とし，生活習慣

病・健康づくりにかかる住環境整備の普及・啓発

のための提案を行う。 

 

図 1 研究の構造 
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令和 5 年度には，WHO 等の機関の生活習慣病

と住環境整備に関する動向，低炭素化施策に伴う

住宅の省エネルギー，国土交通省等のスマートウ

ェルネス事業の動向を把握，高血圧・脂質異常

症・糖尿病などの生活習慣病関連ガイドラインに

おける住環境要因の扱いについて把握した。ま

た，既存の室内環境基準，住民の属性・世帯構成

等別に生活スタイルや健康に対する意識・関心に

関する動向，メディアや企業・団体等が提供して

いる居住リテラシー情報を把握した。 

令和 6 年度には，令和 5 年度の動向把握を継続

し，各環境要素と生活習慣病の関連性，住環境条

件を明らかにし，予防・健康づくりのための居住

リテラシーの内容・情報提供の手法を検討してモ

デルの提示を行う。 

令和 7 年度には，住宅環境の改善による予防・

健康づくりへの効果の可能性を明らかにする。 

本研究では，住環境や居住リテラシー（住生活

の習慣や知恵）と健康の関係に関する国内外のエ

ビデンスの収集整理，住宅環境の実態と関連施策

動向を踏まえた住宅環境に係る健康影響の把握，

今後の状況を推定する技術の整備によって，公衆

衛生学，看護学，医学，建築学等の関係専門分野

に関する科学的根拠を得る。住環境の向上が生活

習慣病の予防，健康寿命の延伸など，国民の

QOL 向上に資する機序を総合的に想定すること

で，国民の生活習慣病の予防・健康づくりの基礎

となる住環境整備に関するガイドラインの整備，

その普及と啓発に関する提案を行う基礎が得られ

る。 

健康づくりのための住環境整備のガイドライン

やそれに基づく普及啓発は，住宅の室内環境の底

上げに貢献することが期待される。これまで事務

所などの特定用途の大型建築物（建築物衛生法に

基づく特定建築物）に対しては自治体によって室

内環境等に関する指導が行われ，一定の室内環境

が維持されている。しかし，住宅については建

築・設備の維持管理が居住者に委ねられた結果，

住宅の新旧や地域によって室内環境に大きな格差

が生じた。本研究の成果によって，健康づくりの

ための住環境整備のための住宅設計や維持管理に

関する認識が，居住者，住宅供給者，維持管理者

に広く醸成され，国民の健康づくりに貢献するこ

とが期待される。 

 

B．研究方法 

本研究は以下の 3 項目によって構成され，本年度

は，B1,B2 を実施した。 

B1．住環境と生活習慣病の関係に関するエビデン

スの収集・整理（東,本間,桑沢,長谷川,杉山,佐伯）

（R5～R6） 

住宅環境と生活習慣病を中心とした健康影響・

健康増進に関する最新情報を収集してガイドライ

ンに向けて，①WHO 等国際機関，海外機関の動

向・文献の調査，②国土交通省等の国内機関の動

向・文献の調査，③生活習慣病関連ガイドライン

等における住環境要因の扱いに関する動向の調査

および内容の整理，を行う。 

B2．予防・健康づくりのための住環境条件に関す

る整理（本間,森,金,開原,阪東,池田,長谷川,小林）

（R5～R6） 

①生活習慣病に関連する住環境条件（温熱,空気,

音,光等）の整理，②生活習慣病に関連する居住リ

テラシー（暖冷房，換気，掃除，着衣，生活スケジ

ュール，その他の生活習慣）の整理を，行う。 

B3．住宅環境整備による予防・健康づくりに対す

る効果に関する分析（佐伯,長谷川,森,開原,小林）

（R6～R7） 

①住宅ストックと低炭素（省エネルギー）等の

施策を踏まえた住環境の将来予測，②住環境整備

による生活習慣病の予防・健康づくり効果に関す

る調査・分析を，行う。 

以上のように，本研究は既往の文献および公表

データに基づいており，個人情報を全く使用せず，

倫理面の問題は発生しない。 
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C．研究結果及び考察 

C1．住環境と生活習慣病の関係に関するエビデン

スの収集・整理 

主として住環境と生活習慣病との関係について、

国際動向等を収集・整理し、これらのエビデンス

に関わる情報をとりまとめた。また、住宅周辺の

緑化環境と非感染性疾患(NCDs)（日本の生活習慣

病とほぼ同義）との関係に関する研究が近年諸外

国で多数報告されており、分担研究者らの保有デ

ータを用いたデータ解析の可能性を検討した。 

オーストラリアのビクトリア州が、冬期のエネ

ルギー消費と健康状態に与える温熱に関わる住宅

改修（アップグレード）の効果を検証することを

目的とした健康住宅プログラム(VHHP)を無作為

対照試験（RCT）で実施した結果を公表していた。

住宅改修介入群（491 家屋、664 名）と非介入群

（対照群として 493 家屋、649 名）に対して 3 年

間にわたり調査を行った結果、介入群では 1 家屋

あたり平均 2,809 豪ドルで回収が実施され、(1)ガ

ス消費量の削減（-25.5 MJ/日）、(2)冬季の室内温

度の上昇（1 日平均 0.33 ℃ 上昇）、(3)寒冷環境

（<18 ℃）への曝露時間が 1 日平均 0.71 時間

（43 分）短縮、(4)介入群では、SF-36 における精

神衛生状態の改善、(5)社会的ケア尺度（ASCOT）

における社会ケアや支援の利用者の生活の質の改

善、(6)息切れの減少、(7)冬季全体の医療費の削減

（1 人あたり平均 887 豪ドル）といった、環境面、

保健医療面、経済面での改善効果が得られていた。 

非感染性疾患（NCDs）と近隣の生活基盤に関す

るとの関係を報告したシステマティックレビュー

が報告されており、リスク要因と NCDs のエビデ

ンスレベルを評価した結果、グリーンまたはブル

ー空間が 2 型糖尿病、脳卒中、冠動脈性心疾患、

虚血性心疾患、循環器疾患などに対して高いレベ

ルで保護的に働くことが報告されていた。その他

では、歩行しやすい空間も 2 型糖尿病に対して高

いレベルで保護的に働くことが報告されていた。 

このように、グリーンまたはブルー空間が生活

習慣病に対して保護的な作用を示すことが報告さ

れており、近年、同様の報告が欧米諸国から多数

報告されていることを受けて、本分担研究者らが

保有するコホートを用いて、日本における生活習

慣病と緑化環境（Greenness）との関係に関するデ

ータ解析を実施することとし、コホートの研究協

力者の住所情報から衛生情報の植生指数（NDVI）

のデータを取りまとめ、データ解析を実施するた

めの準備を行っている。（東賢一） 

診療ガイドラインは「健康に関する重要な課題

について、医療利用者と提供者の意思決定を支援

するために、システマティックレビューによりエ

ビデンス総体を評価し、益と害のバランスを勘案

して、最適と考えられる推奨を提示する文書」と

して無料公開されているものであり、適切な医療

情報やエビデンスを一般市民などの「医療利用者」

と共有するための媒体として重要である。本研究

では国内の生活習慣病・循環器疾患の関連ガイド

ラインを対象にして、住環境と各疾患の関連に関

する記載の有無や記載内容について文献的に検討

することとした。 

2024 年 12 月末時点で一般公開されている国内

の生活習慣病・循環器疾患の関連ガイドライン最

新版を対象に、住環境に関する記載の有無や記載

内容について検討を行った。結果、検討した計 57

編のガイドラインのうち、住環境と生活習慣病・

循環器疾患の関連について直接の記載があるもの

が２編あった。高血圧治療ガイドライン 2019 で

は、寒冷が血圧を上げ冬季には血圧が高くなり、

脳血管疾患による冬季の死亡率は暖房や防寒が不

十分な場合に高くなるため、高血圧患者では冬季

の暖房に配慮すべきとの言及があった。また、糖

尿病診療ガイドライン 2024 では、住居を貧困率

の高い地域から低い地域に転居するといった研究

や、健康的な食品を買いやすく、運動しやすい住

環境では糖尿病の発症リスクが低いことから、社

会環境的側面での住環境の重要性について言及し

ていた。その他、季節・外気温と循環器疾患の関連
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について記載したものが 1 編、災害時における循

環器疾患予防のための避難所の環境について述べ

たものが 1 編存在した。 

生活習慣病・循環器疾患の診療ガイドラインで

は、食生活・喫煙・飲酒・運動習慣といった他の生

活習慣・生活環境に比べると、住環境に関する記

載は非常に少なく、言及されている場合でも国内

の研究を根拠としているものは皆無であり、健康

日本 21（第 3 次）の新たな視点として挙げられて

いる「自然に健康になれる環境づくり」を今後推

進していく上でも、国内においてもエビデンスが

蓄積・活用されていくことが望ましいと考える。

（杉山大典） 

C2．予防・健康づくりのための住環境条件に関す

る整理（本間,森,金,開原,阪東,池田,長谷川,小林）

（R5～R6） 

健康的で文化的な生活を送ることは基本的人権

として認められており（日本国憲法第 25 条）、居

住選択の自由も保障されている（日本国憲法第 22

条）。しかし、個人の住宅選択は通勤条件、家族の

状況、経済的条件によって制限されるとともに、

土地・建物規制や不動産市場、我が国の住宅政策

等に影響される。従って、健康で衛生的な居住条

件が、居住選択に関する意思決定の上位になるこ

とは殆どなく、一方で、居住後に日常的に不満に

思う割合は多いというのが実状である。さらに、

健康で衛生的な居住環境を実現するために必要な

温熱環境、空気環境等の物理的条環境件が確保さ

れていないことも多く、住みこなし或いは居住リ

テラシーの拡充でカバーできる範囲は限られてい

る。2018 年に示された WHO housing and health 

guidelines では、過密居住の解消、18℃以上の室

温確保、過度な暑さの解消、家庭内事故防止、バリ

アフリーに関する提言が行われている。これらの

項目が健康で文化的な生活を送るための基礎的条

件であることを示しているとともに、実態として

これら項目が不十分な住宅が世界では未だ多く存

在しているということなのであろう。 

そこで令和 6 年度は、我が国における住まい選択

行動に関する住宅性能・不動産市場に関し政府統

計データ、法的枠組みの整理からその実態を把握

した。また、イギリスの HHSRS と我が国の性能

評価制度とを比較しながら、日本とイギリスの住

宅に対する公的介入の考え方について比較した。

（本間義規） 

カーボンニュートラルに向けた動きとして最低

基準を規定する建築物省エネ法の改正等が進めら

れている。それらの中でも建物の断熱性能が「予

防・健康づくりのための住環境」に与える影響が

大きい。そこで、これらに関連する内容のうち建

築物省エネ法の概要、ZEH･LCCM 住宅の推進に

向けた取組等について最新の情報を収集・整理し

た。（桑沢保夫） 

 

World Health Organization（WHO）は室温を

18℃または 20－21℃に維持するよう示している。

成人あるいは高齢者において低室温と血圧の上昇

や慢性閉塞性肺疾患のリスク上昇が報告されてい

る。しかし、室温と子どもの健康に関する報告は

比較すると少ない。そこで本報告では、対象を子

どもとして室温（特に低室温）と健康との関係に

ついて、既往研究の知見をまとめる。加えて、予備

調査として、札幌市に居住する思春期学童の自宅

室温の実態およびアレルギーとシックハウス症候

群、および体格、血圧、メタボリックシンドローム

関連生化学マーカーとの関連を明らかにすること

を目的とする。 

 先行研究レビューは、室温を曝露（要因）と

し、子どもの健康に関するアウトカムを含む論文

の文献検索をPubMedを用いて行った。タイトル、

要旨、本文から目的とする 5 文献を抽出した。子

どもの自宅室温の測定は、「環境と子どもの健康に

関する北海道スタディ（以下北海道スタディ）」北

海道コホートの参加者のうち、14－17 歳の思春期

対面調査に参加した 85 人を対象にした。2023 年

度および 2024 年度の冬季にデータロガー「おん
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どとり TR71（T&D 社）」を渡し、子どもの寝室温

湿度を約 1 週間測定した。併せて児の身体計測、

非空腹時採血の生化学測定、血算および HbA1c）、

血清（HDL、LDL、総コレステロール、トリグリ

セリド、クレアチニン）を用いて生化学検査測定

を行った。本研究は北海道大学環境健康科学研究

教育センター倫理委員会の承認を得て、本人及び

保護者への文書での説明と同意を得た。 

室温と子どもの健康に関する論文として 5 報を

抽出した。研究デザインは、観察研究 4 報（横断

研究 2 報、ケースコントロール研究１報、出生コ

ホート研究１報）、および介入研究１報だった。横

断研究 2 報は、フィンランドと南アフリカで実施

された。南アフリカの研究から教室の室温が 15℃

以下で欠席が多くなる可能性が示唆された。ケー

スコントロール研究 1 報は中国で喘息と非喘息の

子どもの自宅環境を比較したところ、喘息児の室

内温度が有意に高かった。コホート研究１報はオ

ランダで、ベースライン時の冬季間の居間と寝室

温度と、その後 10 年間の子どもの BMI の z スコ

アとの関連は認められなかった。介入研究１報は

ニュージーランドで適切な暖房器具を設置した。

室温 9-12℃が閾値で、それ以下になると気温が

1℃上昇するごと呼吸機能の改善が認められた。対

象を子どもとし室温（特に低室温）と健康との関

係を報告した知見は限られており、関連が認めら

れなかった研究では室内の低温にさらされている

対象者数が少なかった可能性が考えられる。 

札幌市の子どもの調査では、寝室温度中央値の

平均±標準偏差が 18.3±3.0℃、最低室温の平均±

標準偏差は 14.3±4.0℃だった。思春期学童が居住

する住宅の冬季の寝室室温は半数以上で WHO の

推奨が保たれていた。一方、平均気温が 15℃を下

回り、最低気温が 2.4℃を示すなど、極端に低い住

宅もあり、これら住宅に居住する子どもの健康影

響を明らかにする必要があると考える。（池田敦子） 

住民の健康に対する意識の向上を図るための適

切な介入方法を検討するための基礎資料として、

住民の健康に対する意識・関心の現状を把握する

こと、及び自治体が実施している住教育の動向を

整理することを目的として、次の 2 つの調査を実

施した。1 つ目は、ネットリサーチ会社のアンケー

トデータベースの二次分析を行い属性別にその特

徴を整理した。2 つ目に、自治体の住生活基本計画

を収集し、その中における「住教育」の位置づけに

ついて整理した。 

アンケートデータベースの二次分析からは、室

内の乾燥と湿気問題については、問題の発生しや

すい時期だけでなく通年での啓発も必要であるこ

と、乾燥に対しても健康影響やその対策等につい

ての情報提供が必要であること、特に若年男性に

対する働きかけが必要であること、が示唆された。 

自治体の住生活基本計画の整理からは、24 都道

府県、及び 40 の市区町で住教育が位置付けられて

いた。今後、具体的な住教育の内容について調査

を進めていく予定である。（阪東美智子） 

健康住宅のガイドライン作成のための基礎資料

として、室内環境と健康等の文献データベース検

索や、住宅の室内環境形成に資する外気の温湿度

等を示した。文献データベースの横断検索の結果、

2021 年からの継続的な調査動向として「low-

humidity」and「health」のキーワードでの数がや

や増える傾向にある。一方、室内温熱環境と健康

影響分析に資する外気データの整備として、都道

府県レベルで冬期の外気温湿度の特徴を把握し、

次年度の室内環境と循環器等との健康影響の分析

の基礎とした。（開原典子） 

C3．住宅環境整備による予防・健康づくりに対す

る効果に関する分析（佐伯,長谷川,森,開原,小林）

（R6～R7） 

人口動態統計によると、溺死・溺水の死亡数は

交通事故死亡数の 2 倍以上となっており、溺死・

溺水の多くを占める家庭内の入浴事故の予防は、

公衆衛生上の重要課題である。東京都監察医事務

所の調査によると、浴室での死亡の多くは冬に発

生する。消費者庁は 41℃以上、10 分以上の浴槽浴
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を危険入浴として、避けるように周知を行ってい

るが、科学的エビデンスが十分とはいえない。 

本研究は、研究の主旨に同意した奈良県在住の

高齢者 1479 名（年齢の中央値：68 歳）において、

2016 年から 2019 年の期間で、体幹および末梢の

皮膚温、居間室温、脈拍、自由行動下血圧を 24 時

間にわたって連続測定したデータを用いた横断研

究である。外気温が低い日の入浴では、体幹皮膚

温の変動が大きいことが分かった。さらに入浴前

の室温、末梢皮膚温が高いと、入浴中の最大皮膚

温および浴槽入浴時間が低い有意な関連がみられ

た。本研究の結果から、入浴前の住環境を温かく

保つことで、高温入浴や、長時間入浴が減少する

可能性が示された。（佐伯圭吾） 

WHO は，2018 年に Housing and Health 

Guidelines を公表し，住まいの冬季最低室温 18℃

以上，新築・改修時の断熱工事などを各国に勧告

した。我が国においては循環器疾患による死亡率

が高く，住宅内の寒さを原因とする血圧上昇が関

連している可能性が高いため居住環境整備による

発症予防を重要視すべきであると考える。しかし，

近年の調査では国内の冬季における住宅内の室温

が勧告する 18℃を確保できていない割合が 90%

であることが報告されており，既存住宅の温熱環

境を向上させる対策を講じるためのエビデンスの

収集が不可欠である。そこで，全国各市町村レベ

ルの循環器疾患の死亡率と居住環境要因との関連

をマルチレベルモデルにより分析した。その結果，

居住環境の適切な整備が居住者の健康維持に関連

することを裏付ける結果を得た。（長谷川兼一） 

 

日本における深刻な高齢化と高齢者医療費の増

加を背景に、住環境が後期高齢者の健康に与える

影響を明らかにすることを目的とした。75 歳以上

の全死亡および住宅での死亡に着目し、二次医療

圏および都道府県単位でクラスター分析と相関・

回帰分析を実施した。分析の結果、住宅の断熱・結

露防止工事は冬季死亡率の抑制に効果があり、延

べ面積は季節別の死亡率と関連することが示され

た。特に住宅死亡では冬期依存性が高く、木造住

宅や腐朽の進んだ住宅がリスク要因となる可能性

が示唆された。医療費に対しては地価や改修内容

など経済的要因の影響が大きいと考えられる。住

環境整備は高齢者の健康維持に有効であり、地域

の気候特性を考慮した政策が重要である。（森太

郎） 

 

D．総括 

本研究は以下の 3 項目によって構成され，本年

度は，B1.住環境と生活習慣病の関係に関するエビ

デンスの収集・整理（R5～R6），B2.予防・健康づ

くりのための住環境条件に関する整理（R5～R6），

B3.住宅環境整備による予防・健康づくりに対する

効果に関する分析（R6～R7）を実施した。 

住環境と生活習慣病の関係に関するエビデンス

の収集・整理では，以下の知見を得た。豪州ビクト

リア州の健康住宅プログラム(VHHP)は、冬期住

環境の改善は環境・保健医療・経済面で改善効果

を持つ。また、グリーンまたはブルー空間が生活

習慣病に対して保護的な作用を示す。生活習慣病・

循環器疾患の診療ガイドラインには住環境の記載

は非常に少ない。 

予防・健康づくりのための住環境条件に関する

整理では，以下の知見を得た。建築物省エネ法、

ZEH･LCCM 住宅の動向、関連の統計データ、法

的枠組みを整理すると、英国 HHSRS に対して住

宅に対する公的介入の差は大きい。自治体の住生

活基本計画で住教育が位置付けられているのは半

数以下であり、アンケート調査によると室内環境

の啓発が急務であるなど課題が多い。暖房が普及

している札幌市においても、子どのも住宅の室温

は平均 18.3±3.0℃、最低 14.3±4.0℃で WHO 指

針を満たすのは半数程度で極端に室温が低い住宅

がある。また、低湿度に関する研究がやや増える

傾向にある。 

住宅環境整備による予防・健康づくりに対する
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効果に関する分析では、以下の知見を得た。室内

環境の改善効果を明らかにするために、全国の循

環器疾患死亡率と居住環境要因の分析によると、

居住環境整備が居住者の健康維持に関連する。奈

良県在住の高齢者 1479 名に対する調査により、

入浴前の住環境を温かく保つことで、高温入浴や、

長時間入浴が減少する可能性が示された。また、

75 歳以上の住宅死亡に着目し二次医療圏および

都道府県単位でクラスター分析と相関・回帰分析

によると、住宅の断熱・結露防止工事は冬季死亡

率の抑制に効果があり、延べ面積は季節別の死亡

率と関連する。特に住宅死亡では冬期依存性が高

く、木造住宅や腐朽の進んだ住宅がリスク要因と

なる可能性がある。また、医療費に対しては地価

や改修内容など経済的要因の影響が大きい。 

 健康日本 21（第 3 次）「自然に健康になれる環

境づくり」の推進とエビデンス構築が重要である。

今後、国内外の住宅における健康影響要因に関す

る動向の調査、国内における調査研究の知見の整

理を行うとともに、住宅環境整備による予防・健

康づくりに対する効果に関する分析を続け、全体

の取りまとめを行う。 
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